
沿革 平成23年10月 1日制定
平成24年11月 1日改正
平成28年 8月 5日改正
令和 2年 4月 1日改正
令和 8年 8月 1日改正

建設工事関係標準様式集

平成23年10月 1日

沖縄県農林水産部

（受注者用）



発注者 受注者

第1号様式 工事関係提出書類（着手時） －

第2号様式 着手届 －

第3号様式 工程表 約款第3条、共仕 －

第4号様式 請負代金内訳書 約款第3条、共仕 －

第5号様式 現場代理人等通知書 約款第10条 －

別紙1 経歴書 第5号様式 －

別紙2 実務経験証明書 第5号様式 －

別紙3 建設業退職金共済制度の掛金収納書 共仕 －

別紙4 建設労災補償共済等確認願 共仕 －

第6-1号様式 施工体制台帳 共仕 －

第6-2号様式 施工体制台帳≪下請人に関する事項≫ 共仕 －

第6-3号様式 再下請負通知書 －

第7号様式 工事担当技術者台帳 共仕 －

第8号様式 施工体系図 共仕 －

様式1 再生資源利用計画書 共仕 －

様式2 再生資源利用促進計画書 共仕 －

参考様式 下請け業者選定について －

第9号様式 工事履行報告書 約款第11条、共仕 －

第3-1号様式 変更工程表 約款第22,23条、共仕 －

第5-1号様式 現場代理人等変更通知書 約款第10条 －

第10号様式 建設工事下請通知書 約款第７条 －

第11号様式 是正等の措置請求について 約款第12条 〇

第12号様式 是正等の措置結果について 約款第12条 〇

第13号様式 工事材料〔検査・確認〕請求書 約款第13条 －

（別添） 検査材料一覧表 第13号様式 〇 〇

第14号様式 工事材料搬出承諾願 約款第13条 －

（別添） 搬出材料一覧表 第14号様式 〇 〇

第15号様式 〔材料調合・施工〕立会請求書 約款第14条 〇 〇

第16号様式 〔材料調合・施工〕通知書 約款第14条 －

第17号様式 ダンプトラック管理表 共仕 －

第18号様式 建設発生土搬出量等管理表 共仕 －

第19-1号様式 支給材料要求書 約款第15条、共仕 －

第19-2号様式 貸与品借用（返納）書 約款第15条、共仕 －

第19-3号様式 〔貸与品　支給材料〕亡失き損報告書 約款第15条、共仕 －

第20号様式 支給材料受領書 約款第15条、共仕 －

第21号様式 支給材料精算書 共仕 －

第22号様式 施工条件確認請求書 約款第18条 －

第23号様式 工期延長請求書 約款第22条、共仕 －

第24号様式 協議開始日通知書 約款第24,25,26,31条、共仕 〇

第25号様式 請負代金額変更請求書 約款第25条 〇

第26号様式 臨機措置通知書 約款第27条 －

第27号様式 天災その他不可抗力による損害通知書 約款第30条、共仕 －

別紙 被災内訳及び内容確認書 第27号様式 〇 〇

第28号様式 天災その他不可抗力による損害額請求書 約款第30条、共仕 －

第29号様式 工事目的物の〔全部・一部〕使用承諾書 約款第34条 －

第30号様式 請負工事既済部分確認請求書 約款第38条、共仕 －

第31号様式 指定部分完成通知書 約款第39条 －

第32号様式 指定部分引渡書 約款第39条 －

第33号様式 解除通知書 約款第46,47,48,48の2,50,51条 〇

第34号様式 工事打合せ簿 共仕、監督要領第9条 〇 〇

第35号様式 段階確認書 共仕 〇

第36号様式 確認・立会願 共仕 〇 〇

第37号様式 現場発生品調書 共仕 －

第38号様式 品質証明書 共仕 －

第39号様式 工事事故速報 共仕 －

第40号様式 工事事故報告書 共仕 －

設計変更･様式 設計変更の同意について（回答例） 約款第24条 － 〇

参考様式2 下請業者選定について 特仕 －

第41号様式 完成通知書 約款第32条、共仕 －

第42号様式 高度技術・創意工夫・社会性に関する実施状況 共仕 －

第43号様式 高度技術・創意工夫・社会性に関する実施状況（説明資料） 共仕 －

第44-1号様式 確認書（履行の追完） 約款第45条 －

第44-2号様式 完成届（履行の追完） 約款第45条 －

第44-3号様式 引渡書（履行の追完） 約款第45条 －

第45号様式 引渡書 約款第32条 －

参考様式1 県産建設資材使用状況報告書（総括） －

参考様式3 ゆいくる材利用状況報告書 特仕 －

参考様式4 県産建設資材使用状況報告書（総括） 特仕 －

様式1 再生資源利用計画書（実施書） 共仕 －

様式2 再生資源利用促進計画書（実施書） 共仕 －

※提出部数 本庁契約の場合：2部

かい契約の場合：1部

公印・押印

着
手
時

沖縄県農林水産部建設工事関係様式一覧（受注者用）

完
成
時

履
行
報
告
時

必
要
時

様式番号 様式名 備考



第１号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

次の工事に係る関係書類を別添のとおり提出します。

添付書類（すべてＡ４サイズで、提出部数は　部とする。）

確認

１ 着手届 第２号様式

現場代理人等通知書 第５号様式（契約書第10条関係）

　　添付書類

　　・経歴書、実務経験証明書 別紙１、別紙２（第６号様式関係）

　　・関連資格写し 主任技術者、監理技術者

３ 工程表 第３号様式（契約書第３条関係）

４ 建設工事下請通知書 第10号様式

別紙３　建設業退職金共済事業本部発行

（請負代金額５００万円以上）

６ 建設労災補償共済等加入確認願 別紙４　建設業福祉共済団又はそれに類するもの

７ 労働保険成立証明書 労働基準監督署発行

写し　（財）日本建設情報総合センター発行

（請負代金額５００万円以上）

９ 再生資源利用計画書 様式１

１０ 再生資源利用促進計画書 様式２

※提出部数本庁契約の場合：2部
かい契約の場合：1部

２

工 事 関 係 提 出 書 類

工事名：

５ 建設業退職金共済共済制度の掛金収納書

書　　　　類　　　　名 備　　　　　　　　　考

８ 受注時工事カルテ受領書



第２号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり着手しましたので、

関係書類を添えて届けます。

工事名：

１

２

３ 自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

４ 令和　　年　　月　　日

着　　　　手　　　　届

記

着 手 年 月 日 ：

工 期 ：

請 負 代 金 額 ：

工 事 場 所 ：



第３号様式（建設工事請負契約約款第３条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

工 事 名 ： 自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

工種 日

（記載要領）　 １　工種は工事数量総括表の工種を記載する。（工種以外でも必要なものは、記載する。）

２　予定工程は棒線（黒実線）で記入しそれぞれの日を明示する。

３　着工月日から工期末日までを記入する。

月

1      11     21

月

1      11     211      11     21 1      11     211      11     21 1      11     21 1      11     21

月 月

工 　　　程　 　　表

月 月 月 月

工 期 ：

月

1      11     21



第４号様式（建設工事請負契約約款第３条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第３条の規定に

基づき下記のとおり提出します。

１ 令和　　年　　月　　日

２ 自　令和　　年　　月　　日　　　至　令和　　年　　月　　日

費目 工種 種別 細別 規格 単位 員数 単価 金額

請　負　代　金　内　訳　書

記

契 約 年 月 日 ：

工 事 名 ：

（工事価格のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の法定の事業主
負担額　　　　　　　　　　円）

工 期 ：



第５号様式（建設工事請負契約約款第10条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第10条

第１項の規定に基づき現場代理人等を下記のとおり定めたので、別紙経歴書を添えて

通知します。

工事名：

１

２

３

４

注１）　２の主任技術者（監理技術者）については、「資格者証（写し）」を添付する。

注２）　３・４の監理技術者補佐、専門技術者については、必要に応じて追記する。

監理技術者補佐氏名

専門技術者氏名

現　場　代　理　人　等　通　知　書

主任技術者氏名
（監理技術者氏名）

現場代理人氏名

記



別紙１（第５号様式関係）

令和　　年　　月　　日

１ 氏 名 ：

２ 現 住 所 ：

３ 生 年 月 日 ：

４ 最 終 学 歴 ：

５ 資格及び資格番号 ：

※　６ 職 歴 ：

※　7 工 事 経 歴 ：

※は、必要により記載する。

〔　　現場代理人　　・　　主任技術者　　・　　監理技術者　　・　　専門技術者　　〕

経　　　　歴　　　　書

注　職歴・工事経歴については、別紙２　実務経験証明書参照するものとする。なお、
使用者の商号又は名称が複数の場合は別葉とする。



別紙２（第５号様式関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（証明者）

下記の者は、　　　　　　工事　に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

実　 務 　経 　験　 証　 明 　書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

記

技 術 者 の 氏 名
使用された期間

年 月 か ら

使 用 者 の 商 号 又 は 名 称 年 月 ま で

職 名 実　務　経　験　の　内　容 実 務 経 験 年 数

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

年 月 か ら 年 月 ま で

使 用 者 の 証 明 を 得 る
その理由

合 計 年 ヵ 月

こ と が で き な い 場 合 証 明 者 と 技 術 者 の 関 係



別紙３

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

【証紙購入確認書提出要領】

１　銀行（金融機関）で建退共証紙を購入し、その掛金収納書

（契約者から発注者へ）を添付する

２　発注者へ証紙購入確認願を提出する

（契約日から１ヶ月以内に）

（注） 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われてる場合は赤色、

大手事業主に雇われてる場合は青色

共済証紙購入金額

掛　金　収　納　書　貼　付　欄

工 期

契 約 年 月 日

契 約 金 額

記

工 事 名

建設業退職金共済制度の掛金収納書

建設業退職金共済組合証紙購入報告

下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。



別紙４

下記の工事について建設労災補償共済等の加入を確認願います。

【加入証明確認書提出要領】

１　建設業福祉共済団指定銀行で加入手続後、加入証明書（発注者用〔官

公庁等用〕）を貼付する。

２　発注者に加入証明願を提出する。（契約日から１ヶ月以内に）

３　本制度に一括有期事業として加入している受注者、その他の共済、保

険制度に加入している場合は、その加入を証する書面の写しを提出し

てください。

補 償 契 約 額

そ の 他 の 共 済 、保 険 の 名 称

加入証明書貼付欄

建設労災補償共済等加入確認願

施 行 番 号 ・ 工 事 名

契 約 年 月 日

請 負 代 金 額



年月日：

自

至

一号特定技能外国
人の従事の

状況（有無）
有　　無

外国人建設就労
者の従事の状況

(有無)
有　　無

外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

監　理
技術者名

専任
非専任

資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

監督員名
権限及び意見

申出方法

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

下請契約

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

健康保険
等の加入

状況
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号

等

区　分

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

元請契約

下請契約

発注者名
及　び
住　所

〒

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

工事名称
及　び

工事内容

建設業の
許　可

許可業種 許可番号

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

第6-1号様式

施　工　体　制　台　帳

[ 会 社 名 ]

[事業所名]



（記入要領）
1

2
3

4

①

②

③

④
⑤ 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合

は、本店の労働保険番号を記載すること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門
技術者を兼ねることができる。)

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外
元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につい
て記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下
請契約の欄に「同上」と記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付するこ
とにより記載を省略することができる。

監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約

及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るもの

は、請負代金の額に係る部分を除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面
及び当該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用
されている者であることを証する書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が
作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又は
これらの写し



<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国
人の従事の

状況（有無）
有　　無

外国人建設就労
者の従事の状況

(有無)
有　　無

外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

第6-2号様式

会社名 代表者名

住　　所
電話番号

〒

（TEL



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。
厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約

及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るもの

は、請負代金の額に係る部分を除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面
及び当該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用さ
れている者であることを証する書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作
成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこ
れらの写し



年 月 日

　

一号特定技能外
国人の従事の状

況（有無）

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無 有　　無

資 格 内 容 担当工事内容

外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

専　任
非専任

資 格 内 容

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名

監 督 員 名 安全衛生責任者名

現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外健康保険等

の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

注文者との
契 約 日

年　　　月　　　日　

《自社に関する事項》

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

会 社 名

代表者名

元 請 名 称

【報告下請負業者】

住 所

再下請負通知書

直 近 上 位
注 文 者 名

第6-3号様式



　

一号特定技能外国
人の従事の状況

（有無）
有　　無 有　　無有　　無

外国人技能実習
生の従事の状況

(有無)

外国人建設就労
者の従事の状況

(有無)

担当工事内容

専門技術者名

資格内容

資格内容

安全衛生推進者名

主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
事業所

整理記号等

営業所の名称

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

大臣　特定
        第　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

健康保険等の加
入状況

保険加
入の有

無

許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣　特定

        第　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種

工事業

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　年　　　月　　　日

至　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

住 所
電 話 番 号

《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名 代表者名

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建
設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）



第７号様式　　工事担当技術者の施工体系図

　          　工事担当技術者台帳

発注者名 工期 自 年 月 日

工事名称 至 年 月 日

元請会社名 会社名 会社名 会社名 会社名

監理技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

生年月日 生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任

会社名 会社名 会社名 会社名

主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

【注意事項】 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任

※ 添付する写真は、

縦    3cm

横    2.5cm

程度の大きさとし、

顔が判別できるものとする。

※ 番号は、施工体系図の番号とする。

 

会社名 会社名 会社名 会社名

※ 本様式は、2部作成し、 1部保管し、 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

1部提出する。 生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

ただし、カラーコピーもしくはデジ 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任 　　　　　　　専任・非専任

タルカメラ写真を印刷したものを提

出してもよい。

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】

【写真添付欄】



第８号様式

工

事

自 年 月 日 工 年 月 日 ～ 年 月 日

至 年 月 日 事

年 月 日 ～ 年 月 日

工

事

年 月 日 ～ 年 月 日

工 工

事 事

年 月 日 ～ 年 月 日 年 月 日 ～ 年 月 日

工

事

年 月 日 ～ 年 月 日

工

事

年 月 日 ～ 年 月 日 工

事

年 月 日 ～ 年 月 日

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

担当工事内容

工期

会 社 名

安全衛生責任者

専 門 技 術 者

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

工期

担当工事内容

会 社 名

安全衛生責任者

会 社 名

発注者名

工事名称

工　　期

工期

専 門 技 術 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

安全衛生責任者

担当工事内容

工期

専 門 技 術 者

担当工事内容

担当工事内容

令和

令和

担 当 工 事 内 容

主 任 技 術 者

元 請 負 名

監 督 員 名

監 理 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

担 当 工 事 内 容

統括安全衛生責任者

工期

会 長

副 会 長

安全衛生責任者

工期

会 社 名

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

安全衛生責任者

会 社 名

主 任 技 術 者

工期

会 社 名

主 任 技 術 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

安全衛生責任者

工期

元方安全衛生管理者

書　　記

会 社 名

主 任 技 術 者

担当工事内容

専 門 技 術 者

安全衛生責任者

担当工事内容

会 社 名

専 門 技 術 者

担当工事内容







第９号様式（建設工事請負契約約款第11条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第11条の規定に

基づき、履行状況を下記のとおり報告します。

記

備 考
（ ） は 工 程 変 更 後

工　事　履　行　報　告　書

工 事 名

年 月 別

工 期 自　令和　　年　　月　　日　～　至　令和　　年　　月　　日

日 付 令和　　年　　月　　日　（　　月分）

予 定 工 程 （ ％ ）
実 施 工 程 （ ％ ）

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

主任監督員 現場監督員

　　年　　月

現場代理人
主任技術者

（記事欄）

（監理技術者）
管理技術者等



第３－１号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

工 事 名

工 期 　自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

変 更 工 期 　自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

工種 日

（記載要領）　 1　工種は工事数量総括表の工種を記載する。（工種以外で必要なものは、記載する。）

２　当初契約の工程は黒実線をもって表示する。また、変更契約の工程は下段に黒点線もしくは赤実線をもって表示する。

変　　　更　　　工　　　程　　　表

月月 月 月 月 月 月 月 月

1      11     21 1      11     21 1      11     21 1      11     21 1      11     21 1      11     21 1      11     21 1      11     21



第５－１号様式（建設工事請負契約約款第10条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

令和　　年　　月　　日付けで通知した次の工事の現場代理人及び技術者を下記のとおり変

更したいので、別添経歴書を添えて工事請負契約書第10条に基づき通知します。

工事名　：

注１）主任技術者（監理技術者）を変更する場合については、「資格者証（写し）」を添付する。

注２）現場代理人に委任せず受注者が自ら行使する権限がある場合は変更理由欄に明記する。

（契約書第10条第3項）

現 場 代 理 人 等 変 更 通 知 書

変 更 理 由

旧 現 場 代 理 人 等 氏 名 新 現 場 代 理 人 等 氏 名

記

現 場 代 理 人 等 変 更 年 月 日 令和　　年　　月　　日

変更する現場代理人等区分 現場代理人 ・ 主任（ 監理 ）技術者



第10号様式（建設工事請負契約約款第７条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

次のとおり下請けに付したので、建設工事請負契約書第７条に基づき通知します。

請 負 代 金 額

許可番号 （　　～第　　　号） （　　～第　　　号）

業 商 号

者 代 表 者

名 所 在 地

電話番号 （TEL　　　　　　　　） （TEL　　　　　　　　）

令和　　年　月　日 令和　　年　月　日

自 令和  年  月  日 自 令和  年  月  日

至 令和  年  月  日 至 令和  年  月  日

円 円

うち元請からの うち元請からの

支 給 材 金 額 支 給 材 金 額

円 円

１ 契 約 書 １ 契 約 書

２ 注 文 書 ２ 注 文 書

現金　　　　　　　円 現金　　　　　　　円

前 払 金 手形　　　　　　　円 手形　　　　　　　円

契約締結後　　日支払 契約締結後　　日支払

手形期間　　　　日 手形期間　　　　日

現金　　　　　　　円 現金　　　　　　　円

部分払金 手形　　　　　　　円 手形　　　　　　　円

　　日締切　　日支払 　　日締切　　日支払

手形期間　　　　日 手形期間　　　　日

現金　　　　　　　円 現金　　　　　　　円

引 渡 時 手形　　　　　　　円 手形　　　　　　　円

の 支 払 請求後　 　日以内 請求後　 　日以内

手形期間　　　　日 手形期間　　　　日

１ 競 争 １ 競 争

２ 随 契 ２ 随 契

１　総合価格 １　総合価格

２　単位 ２　単位

３　積算額＋ ３　積算額＋

延　　人分　　　　　円 延　　人分　　　　　円

（TEL　　　　　　　　）

令和　　年　月　日

支 給 材 金 額

（　　～第　　　号）

契 約 年 月 日

自 令和  年  月  日

建　設　工　事　下　請　通　知　書

工 事 名 工 期
自 ： 令 和 年 月 日

至 ： 令 和 年 月 日

工 事 場 所

令和　　年　月　日

支 給 材 金 額

（TEL　　　　　　　　）

自 令和  年  月  日

契 約 金 額 うち元請からの うち元請からの

工 期
至 令和  年  月  日

円 円

至 令和  年  月  日

円 円

１ 契 約 書 １ 契 約 書

２ 注 文 書

手形　　　　　　　円 手形　　　　　　　円

契約締結後　　日支払

手形　　　　　　　円

手形期間　　　　日 手形期間　　　　日

手形　　　　　　　円

現金　　　　　　　円

手形　　　　　　　円 手形　　　　　　　円

手形期間　　　　日 手形期間　　　　日

１　総合価格

下請選 定の方法
２ 随 契 ２ 随 契

金額の 決定方法

１　総合価格

３　積算額＋ ３　積算額＋

２　単位 ２　単位

１ 競 争 １ 競 争

工 事 内 容

代
金
の
支
払
い
方
法
等

現金　　　　　　　円 現金　　　　　　　円

　　日締切　　日支払 　　日締切　　日支払

請求後　 　日以内

建退共 証紙配布 延　　人分　　　　　円 延　　人分　　　　　円

備   考

現金　　　　　　　円

２ 注 文 書

契約締結後　　日支払

下

請

業

者

と

の

契

約

内

容

（　　～第　　　号）

請求後　 　日以内

契 約 方 法

下 請 に し た 理 由

手形期間　　　　日

現金　　　　　　　円

手形期間　　　　日

現金　　　　　　　円



第11号様式（建設工事請負契約約款第12条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者） 殿

（発注者又は受注者）

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第12条

第（　　　）項の規定に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求します。

工事名　：

１ 不適当と認められる者

２ 必要とする措置

３ 理由

注１）（　　　）には１、２又は４を記入する。

注２）県が請求者となる場合は、文書管理規程に基づき文書に番号を記載し、公印等を押印する。

記

是 正 等 の 措 置 請 求 に つ い て



第12号様式（建設工事請負契約約款第12条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者） 殿

（発注者又は受注者）

令和　　年　　月　　日付けで是正の措置請求があった次の工事について、建設工事請負

契約書第12条第（　　　）項の規定に基づき、下記のとおり是正等の措置結果を通知します。

工事名　：

１ 措置の内容

注１）　（　　　）には３又は５を記入する。

記

是 正 等 の 措 置 結 果 に つ い て

注２）県が通知者となる場合は、文書管理規程に基づき文書に番号を記載し、公印等を押印する。



第13号様式（建設工事請負契約約款第13条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第13条

第２項の規定に基づき、下記のとおり工事材料の 〔 検 査 ・ 確 認 〕 を請求します。

１ （別添「検査材料一覧」のとおり）

２

３

４

注）〔　　　〕内は内容を選択すること

検 査 す る 材 料 ：

検 査 場 所 ：

検 査 希 望 日 時 ：

そ の 他 ：

（確認希望日時：）

工 事 材 料　〔　検 査　・　確 認　〕　請 求 書

（確認する材料：）

（ 確 認 場 所 ： ）

工 事 名 ：

記



（別添）

検査 検査 合格

日付 方法 数量

検査結果は次のとおり

１

２ 令和　　年　　月　　日　　　　時

３

担当技術者
（現場技術員）

検　査　材　料　一　覧　表

備 考材 料 名 品 質 規 格

検 査 員 ：

検　　　査　　　欄
搬入
数量

単位

現場代理人主任監督員 現場監督員
主任技術者

（監理技術者）

記 事 ：

実 施 日 時 ：



第14号様式（建設工事請負契約約款第13条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住所

商号

氏名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第13条第４項

の規定に基づき、下記のとおり工事材料を工事現場外へ搬出したいので承諾願います。

１ （別添「搬出材料一覧」のとおり）

２

３

４

工　事　材　料　搬　出　承　諾　願

搬出予定年月日：

搬 出 理 由 ：

そ の 他 ：

工 事 名 ：

記

搬 出 材 料 ：



（別添）

上表材料の現場外搬出を承諾します。

１

２ 令和　　年　　月　　日

主任監督員 現場監督員

承 諾 者 ：

承 諾 年 月 日 ：

現場代理人管理技術者等

材料名 品質規格

搬　出　材　料　一　覧　表

単位 備考搬出数量

主任技術者
（監理技術者）



第15号様式（建設工事請負契約約款第14条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第14条

第 （　　） 項の規定に基づき、下記のとおり 〔 材料調合 ・ 施工 〕 の立会を請求します。

１

２

３

４

５

立会結果

１

２ 令和　　年　　月　　日　　　　時

３

主任 現場 主任（監理） 現場
監督員 監督員 技術者 代理人

注）（　　　）には１又は２を記入、〔　　　〕内は内容を選択すること

記 事 ：

管理技術者等

実 施 日 時 ：

工 事 名 ：

記

工 種 ：

項 目 ：

場 所 ：

希 望 日 時 ：

資 料 ：

立 会 員 ：

〔　材 料 調 合　・　施 工　〕　立 会 請 求 書



第16号様式（建設工事請負契約約款第14条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第14条第 （　　）

 項の規定に基づき下記 〔 材料調合 ・ 施工 〕 立会を要請しましたが、立会がなかったので、

 〔 調合して使用 ・ 施工 〕 します。

工 事 名 ：

１

２

３

４

注）（　　　）内には１又は２を記入、〔　　　〕内は内容を選択すること。

資 料 等 ：

項 目 ：

立会要求年月日：

〔　材 料 調 合　・　施 工　〕　通 知 書

記

工 種 ：



第17号様式

工 事 名 ：

請 負 者 名 ：

搬 出 先 ：

本工事の建設発生土の搬出に使用予定の、ダンプトラック及び運転手等は次のとおりです。

管理番号
ナンバー

プレート番号
積載ｔ数 運転手氏名 所属会社名等 備　考

ダンプトラック等管理表

メーカー

　・工事着手前とダンプトラック又は運転手が変更となった場合は、その都度事前に提出書により提出すること。

　・この管理表に基づき、「建設発生土搬出量等管理表」の「ダンプトラック及び運転手・運搬量確認表」に記入する。



第18号様式

：

：

：

積込み量
単位：m3

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

換算積込

み量（m3）

　建設発生土現場管理者又は現場代理人は、現場に臨場したとき及び毎日の作業終了時に本管理表を確認し、サインを
すること。また、建設発生土の受取者が現場に臨場したときはサインをもらうこと。

　この用紙を1週間毎に任意の様式で集計し、本管理表とともに監督員に提出すること。

建設発生土搬出量等管理表

請 負 者 名

搬 出 先

月日 出発時刻 到着時刻

会社名等・受取者名 建設発生土現場

：

備　考（受取者名はフルネームで
サイン）

管理者確認（フル
ネームでサイン）

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

ダンプトラック及び運転手・運搬量確認表

　この用紙は、当該工事の建設発生土を現場外に搬出する場合に、下記の運転手が携帯し、記入欄が無くなるまで継続し
て使用すること。

：

：

備　　考番号 プレート番号

×　　　×

工 事 番 号

（幅×長さ×高さ　m）

管理 ナンバー
運転手氏名

荷　台　寸　法

合計 （　　　台）



第19-1号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり支給を受けたいので

要求します。

工 事 名 ：

１　使用予定日 令和　　年　　月　　日

２　品目・数量・規格

単位 数量

支給材料要求書

記

品目 規格 備考



第19-2号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所
商　号
氏　名

（現場代理人）

品目 単位 数量 貸与期間 受領場所 返納場所 貸与条件 備考

（注）　１， 監督職員に提出
２， 借用（返納）の文字は該当するもののみ記入すること。
３， 第3項（第9項）の文字は該当するもののみ記入すること。

貸与品借用（返納）書

記

工事請負契約書代15条第3項（第9項）に基づき、下記のとおり貸与品を借用（返納）する。

工 事 名 ：

契約年月日 　令和　　年　　月　　日



第19-3号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所
商　号
氏　名

（現場代理人氏名）

下記のとおり〔貸与品　　支給材料〕を〔亡失　　き損〕しましたので報告します。

工 事 名 ：

受領年月日： 令和　　年　　月　　日

賠　償　額

（注）　１， 監督職員に提出
２， １事故の概要及び処置状況は別紙とし、詳細に記入すること。

２必要により図面、写真、賠償見積書及び証明書を添付すること。
３， 貸与品、支給材料、亡失、き損は該当するもののみ記入すること。

〔貸与品　支給材料〕亡失き損報告書

記

亡失・き損等の日時
及び時間と場所

物品名又は機械名
事故原因

及び処置状況



第20号様式（建設工事請負契約約款第15条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第15条第３項

の規定に基づき、支給材料を下記のとおり受領いたしました。

工 事 名 ：

１　受領場所

２　受領月日 令和　　年　　月　　日

３　品目・数量・規格

単位 数量

支　給　材　料　受　領　書

記

品目 規格 備考



第21号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり支給材料を精算します。

支給数量 使用数量 残 数 量

※
上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証明する。

主任監督員 　　　　　
　　　　　　　 年月日：

証　明　欄
職氏名：

　※主任監督員が記入する。

工事名：

※物品管理簿登記

印

支　給　材　料　精　算　書

備　　　　　考

記

品　　　　目 規　　格 単位

　　　数　　　　　　　　量



第22号様式（建設工事請負契約約款第18条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり施工条件の変更等が

ありますので、建設工事請負契約書第18条第１項の規定に基づき確認請求します。

工 事 名 ：

１

注）確認内容については、参考図等を添付し、構造、工法、位置、断面等を具体的に記入する。

施　工　条　件　確　認　請　求　書

記

確 認 内 容 ：



第23号様式（建設工事請負契約約款第22条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第22条の

規定に基づき、工期の延長について下記のとおり請求します。

工 事 名 ：

１

２ 自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

３ 自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日

４

注１）必要に応じて、次の書類を添付する。

(1) 工程表（契約当初工程と現在までの実際の工程及び延長工程の３工程を対照させ、詳細に

記入する。）

(2) 天候表、気温表、湿度表、雨量表、風速表等工期中と過去の平均とを対照し、最寄り気象

台等の証明等を受ける。

(3) 写真、図面等

注２）理由は詳細に記入する。

延 長 理 由 ：

記

契 約 年 月 日 ：

工　期　延　長　請　求　書

工 期 ：

延 長 希 望 工 期 ：



第24号様式（建設工事請負契約約款第24条、第25条、第26条、第31条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者）

殿

（発注者又は受注者）

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第 （　　） 条

第 （　　） 項の規定に基づき、下記のとおり協議開始の日を定めましたので通知します。

工 事 名 ：

１ 令和　　年　　月　　日

注１）建設工事請負契約書第24条、第25条、第26条及び第31条による通知に使用する。

注２）（　　　）内には、該当する条及び項番号を記入すること。

注３）県が通知者となる場合は、文書管理規程に基づき文書に番号を記載し、公印等を押印する。

協　議　開　始　日　通　知　書

記

協議開始年月日：



第25号様式（建設工事請負契約約款第25条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者）

殿

（発注者又は受注者）

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第25条

第 （　　） 項の規定に基づき、下記のとおり請負代金額の変更を請求します。

工 事 名 ：

１

２ 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

３

４

注１）（　　　）内には、１、５又は６を記入すること。

注２）県が通知者となる場合は、文書管理規程に基づき文書に番号を記載し、公印等を押印する。

変 更 請 求 概 算 額 ：

工 期 ：

請求する主要資材名：

請　負　代　金　額　変　更　請　求　書

記

請 負 代 金 額 ：



第26号様式（建設工事請負契約約款第27条関係）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり臨機の措置をとった

ので、建設工事請負契約書第27条第２項の規定に基づき通知します。

工 事 名 ：

１

臨　機　措　置　通　知　書

記

臨 機 の 措 置 の 内 容 ：



第27号様式（建設工事請負契約約款第30条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記のとおり天災その他不可抗力

により損害が生じたので、建設工事請負契約書第30条第１項の規定に基づき別紙を添えて

通知します。

工 事 名 ：

１ 令和　　年　　月　　日

２

３ （別紙内訳書及び写真）

４

注）天然現象には、降雨（24時間雨量、１時間雨量）、台風（風速）等に起因するものを記載する。

受注者のとった措置：

天 然 現 象 ：

被 災 状 況 ：

天災その他不可抗力による損害通知書

記

災 害 発 生 年 月 日 ：



別紙（第27号様式関係）

数量 単価 金額

※欄は発注者が記入する。

主任技術者
（監理技術者）

細別

管理技術者等

摘要確認数量
※

被災額

被 災 内 訳 及 び 内 容 確 認 書

主任監督員 現場代理人現場監督員

単位規格種別工種費目



第28号様式（建設工事請負契約約款第30条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で確認の通知があった次の工事について、建設工事請負契約書

第30条第３項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

工 事 名 ：

１ 令和　　年　　月　　日

２

３ （別添内訳書）

４

５

（別紙算出根拠による損害合計額）

注）損害合計額算出の根拠となる内訳を添付する。

災 害 発 生 年 月 日 ：

天 然 現 象 ：

確認された被災状況：

損 害 合 計 額 ：

天災その他不可抗力による損害額請求書

損 害 請 求 額 ：

記



第29号様式（建設工事請負契約約款第34条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者）

○　○　○　○ 殿

（発注者又は受注者）

○　○　○　○

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事に係る工事目的物の 〔 全部 ・ 一部 〕 使用に

ついて、建設工事請負契約書第34条第１項の規定に基づき、下記のとおり〔協議・承諾〕します。

工 事 名 ：

１

２

３ 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

４

５

注１）〔　　　〕内は内容を選択すること。

注２）協議の場合は、受信者を「受注者名」、発信者を「発注者名」として発注者が作成する。

注３）承諾の場合は、受信者を「発注者名」、発信者を「受注者名」として発注者が作成する。

使 用 期 間 ：

そ の 他 ：

記

使 用 目 的 ：

使 用 部 分 ：

使 用 者 ：

工事目的物の 〔 全部 ・ 一部 〕 使用承諾書



第30号様式（建設工事請負契約約款第38条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第38条

第２項の規定に基づき、下記のとおり既済部分の確認を請求します。

工 事 名 ：

１ 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

２

請 負 工 事 既 済 部 分 確 認 請 求 書

記

工 期 ：

既済部分の範囲：



第31号様式（建設工事請負契約約款第39条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、指定部分が完成したので、建設工事

請負契約書第39条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

工 事 名 ：

１ ： 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

２ ：

３ ： 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

４ ：

５ ： 令和　　年　　月　　日

（注） 債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の

出来高予定額を記入すること。

　【記載例】

　　　　（出来高予定額） 令和○○年度　　　　￥　△△△

～

令和□□年度　　　　￥　×××

指　定　部　分　完　成　通　知　書

指定部分に対する
請 負 代 金 額

指 定 部 分
完 成 年 月 日

記

工 期

指 定 部 分 工 期

請 負 代 金 額



第32号様式（建設工事請負契約約款第39条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日の指定部分完成検査において合格した次の工事について、建設工事

請負契約書第39条第１項の規定に基づき、下記のとおり引渡します。

工 事 名 ：

１ ：

２ ： 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

３ ： 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

４ ：

５ ：

６ ： 令和　　年　　月　　日

指　定　部　分　引　渡　書

指 定 部 分 に 係 る
請 負 代 金 額

指 定 部 分 に 係 る
完 成 年 月 日

記

全 体 工 期

指 定 部 分 に
係 る 工 期

請 負 代 金 額

指 定 部 分



第33号様式（建設工事請負契約約款第46条、第47条、第48条、第48条の2、第50条、第51条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者又は受注者）

○　○　○　○ 殿

（発注者又は受注者）

○　○　○　○

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、建設工事請負契約書第 （　　） 条

第 （　　） 項の規定に基づき、下記のとおり契約を解除します。

工 事 名 ：

１

注１）建設工事請負契約書第46条、第47条、第48条、第48条の２、第50条及び第5１条による

　　　通知に使用する。

注２）（　　　）内には、該当する条及び項番号を記入すること。

注３）県が請求者となる場合は、文書管理規程に基づき文書に番号を記載し、公印等を押印する。

解　除　通　知　書

記

解 除 理 由 ：



第34号様式（工事監督要領第９条関係）

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・（ ）

・（ ）

 　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※発注者用、受注者用の２部複写とする。

主任技術者
（監理技術者）

現場代理人

令和　　　年　　　月　　　日

主任監督員 管理技術者等現場監督員

発
注
者

令和　　　年　　　月　　　日

受
注
者

工 事 名

受 注 者 名

（内容）

　□指示　　　　□協議　　　　□通知　　　　□承諾　　　　□報告　　　　□提出

工　事　打　合　せ　簿

発 議 者 □発注者　　　□受注者 発議年月日 令 和 年 月 日

発 議 事 項

上記について　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出　します。

上記について　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出　します。

添付図　　　　葉

その他添付図書

処
理
・
回
答



第35号様式

令和　　年　　月　　日

土木工事共通仕様書に基づき、次のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。

工事名：

令和　　年　　月　　日

下記種別について、段階確認を行う予定であるので、通知します。

令和　　年　　月　　日

上記種別について、段階確認を実施しました。

印監 督 員 氏 名 ：

確　　　認　　　書

種　　別 細　　別 確認項目 確認予定時期 確認実施日等

監 督 員 氏 名 ：

通　　　知　　　書

段　階　確　認　書

受 注 者 名 ：

現 場 代 理 人 等 氏 名 ：

記　　事施工予定時期

施　工　予　定　表

確認時期細　　別種　　別



第36号様式

主　任 現　場 管　　理 主任（監理） 現　場

監督員 監督員 技術者等 技術者 代理人

工事名： 令和　　年　　月　　日

記

工　　種

場　　所

資　　料

希望日時

確認立会員

実 施 日 時

記 事

令和　　　年　　　月　　　日　　　　　時

確　認　・　立　会　願

確認　・　立会事項

下記について　○　確認　・　○　立会　を願いたく提出します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　時



第37号様式

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、下記の発生品を引き渡します。

工 事 名 ：

単位 数量

注）摘要欄には、発生品の発生場所（測点等）、貯蔵場所、品質状況等を記入する。

現　場　発　生　品　調　書

記

品　　名 摘　　要規　　格



第38号様式

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、社内検査した結果、建設工事請負契約書、図面、仕様書、その他関係図書に示された

品質を確保していることを確認したので、報告します。

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

工事名：

実施日

品　　質　　証　　明　　書

記　　　事品質確認者氏名　印箇　　　所品質確認項目

品　　質　　確　　認　　記　　事



第39号様式

＜ファクシミリ施行＞

令和　　年　　月　　日　　　時　　分発

県発注工事において、事故が発生したので　第　　報を送付します。

発注機関

施行番号

工事名称

施工場所

請負金額 円

工期 ～

工事概要

受注者

発生日時 （ ）

発生場所

事故区分 人身事故 ・

物損事故 ・ （ ）

被災者 氏名

職種

所属 （所在地： ）

・ ）次下請 ・ ）

被災程度

備考

事故概要

年　　月　　日 　　時　　分

工事事故速報（第　　報）

宛 先 件 名 発 信 者

　年　　月　　日 　年　　月　　日

その他

工事関係者

工事等現場内

部外者

元請 （ その他（



第40号様式

事　故　報　告　書

令和　　年　　月　　日

　（発注者あて） 殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名 印

　　令和　　年　　月　　日　　　時　　分頃

現場代理人 職　名

安全衛生管理者 職　名

注）　本報告書には被害状況などを記入した、平面図・縦断面図・説明図・写真などを添付すること。

　　　併せて労働基準監督署文書写しを添付すること。

　　　欄が不足する場合、別紙に記載すること。

工　期　　令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

～

工 事 名

工 事 場 所

事 故 発 生 日 時

事 故 発 生 場 所

復 旧

そ の 他

受
注
者

契約年月日

事 故 状 況

被 害 状 況

原 因

処 置



設計変更協議・様式　－

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名 印

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　　　　　　　　号で協議がありました下記工事の

設計変更について、同意します。

自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日 日間

自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日 日間

設計変更の同意について（第　　回）

記

設計変更による概算増（減）額：
（ 内 消 費 税 額 ） ：

現 工 期 ：

変 更 工 期 ：

工 事 場 所 ：

工 事 名 ：



（参考様式2）

令和　　年　　月　　日

監　督　員　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

現場代理人氏名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事について、この工事の一部について沖縄県外に主たる

営業所・本店を有する者を下請負人に選定しましたので、下記のとおり報告します。

１， 次下請

２，

３，

４， 　　　・大臣許可　　　　　　・知事許可　　　　　　　・許可なし

５， ￥

６， 自　令和 　　年 　　月　　日　　　　至　令和 　　年　　月　　日

７，

８， 県内建設業者を選定しなかった理由：

　※（具体的に記載すること。)

注１） 県外下請業者との契約１件毎に作成すること（県内業者の場合は必要無し）。

注２）

注３）

（第　　　　　　　　　　　　　号）

契約内容の確認できるもの〔見積書の写し等（下請負に付する工区を明示した図面等を含む）〕
を添付すること。

下 請 工 事 内 容 ：

当該資料は、今後の発注関係事務の円滑化及び適正な予定価格設定の検討に使用するもの
でであり、県内企業との契約を義務付けるものではない。

下 請 工 事 契 約 額 ：

契 約 工 期 ：

下 請 次 数 ：

下請業者名及び氏名：

所 在 地 ：

建 設 業 許 可 番 号 ：

下請業者選定について

工 事 名

記



第41号様式（建設工事請負契約約款第32条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付で契約した次の工事が完成したので、建設工事請負契約書

第32条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

工 事 名 ：

１ ￥

２ 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

３ 令和　　年　　月　　日

完　成　通　知　書

記

請 負 代 金 額 ：

工 期 ：

完 成 年 月 日 ：



第42号様式

工　事　名 受注者名

項　　　目 評　価　内　容

□創意工夫 □施工 ・施工に伴う機械、器具、工具、装置類

・コンクリート二次製品等の代替材の適用

・施工方法の工夫、施工環境の改善

・仮設備計画の工夫

・施工管理の工夫

・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用　　　等

□新技術活用 ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、

・試行技術の活用

・「少実績優良技術」の活用

・「少実績優良技術」を除く「有用とされる技術」の活用

・試行技術及び「有用とされる技術」以外の新技術の活用

□品質 ・土工、設備、電気の品質向上ｎ工夫

・コンクリートの材料、打設、養生の工夫

・鉄筋、コンクリート二次製品等使用材料の工夫

・配筋、溶接作業等の工夫　　　等

□安全衛生 ・安全衛生教育・講習会・パトロール等の工夫

・仮設備の工夫

・作業環境の改善

・交通事故防止の工夫

・環境保全の工夫　　　　　　等

□社会性等 □地域への貢献等 ・周辺環境への配慮

・現場環境の周辺地域との調和

・地域住民とのコミュニケーション

・災害時など地域への支援・行政などによる救援活動への協力

　1．該当する□に✓マーク記入。

　2．具体的内容の説明として、写真・ポンチ絵等を説明資料に整理。

高度技術・創意工夫・社会性に関する実施状況

実　　施　　内　　容

　地域社会や住
民に対する貢献

自ら立案実施し
た創意工夫や技
術力



第43号様式

工 　事　 名 ／

項　  　　 目 評 価 内 容

提 案 内 容

(説　明）

　（添付図）

　説明資料は簡潔に作成するものし、必要に応じて別葉とする。

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況　（説明資料）



第44-1号様式（建設工事請負契約約款第45条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

令和　　年　　月　　日付けの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事にかかる履行の追完

請求については別紙請求内容のとおり、これを誠実に履行いたします。

１， 履行の追完工事名

２， 履行の追完工事期間

自　令和　　年　　月　　日　　　至　令和　　年　　月　　日

（受注者） 住　所

商　号

氏　名 印

確認書（履行の追完）



第44-2号様式（建設工事請負契約約款第45条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付けで承諾した　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事にかかる　

履行の追完については令和　　年　　月　　日をもって完成したので届けます。

完成届（履行の追完）



第44-3号様式（建設工事請負契約約款第45条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日付けで承諾した　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事にかかる　

履行の追完については令和　　年　　月　　日　完成検査に適合したので引渡します。

引渡書（履行の追完）



第45号様式（建設工事請負契約約款第32条関係）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　　　　　　　　　　殿

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

令和　　年　　月　　日の完成検査において合格した次の工事について、建設工事請負契約

書第32条第４項の規定に基づき、下記のとおり引渡します。

工 事 名 ：

１

２ 自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

３ 令和　　年　　月　　日

引　　　渡　　　書

記

請 負 代 金 額 ：

工 期 ：

完 成 年 月 日 ：



（参考様式1）

工事名：

（受注者） 住　所

商　号

氏　名

完成年月日　　　令和　　年　　月　　日

使用比率

単位 数量 単位 数量 B/A (%)

t t

㎡ ㎡

ｍ ｍ

㎡ ㎡

基 基

基 基

t t

１　設計数量がない場合は、数量の欄に「０」を記入する。

摘 ２　鋳物製品（グレーチング）に鋼製グレーチングは含まない。

３　県産建設資材を使用していない場合は、理由を書いてください。

要 理由：

Ｐ Ｃ 橋 桁
tt

（ ﾌ ﾟ ﾚ ﾃ ﾝ ｼ ｮ ﾝ 方 式 ）

（ﾏﾝﾎｰﾙ鉄蓋、ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ等）
ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ２ 次 製 品

本 本
（ 杭 ）

枚

ｾ ﾒ ﾝ ﾄ
㎏ ㎏

ﾜ ｲ ﾔ ﾒ ｯ ｼ ｭ

Ｆ Ｒ Ｐ 浄 化 槽

高 架 水 槽

ｱ ﾙ ﾐ 形 材

（ 生 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ を 除 く ）

ｱ ﾙ ﾐ ｻ ｯ ｼ

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 製 ﾊ ﾟ ｲ ﾌ ﾟ

鋳 物 製 品
枚

県産建設資材使用状況報告書（総括）

品　　　名
使用総数量　A　 県産品使用数量　B　

備考

鉄 筋



（参考様式3）

沖縄県知事 　　　　　　 　殿

：

：

：

１． ：

２． ：

３． ： (1) 「ゆいくる材利用状況報告書(別紙)」

(2) 「再生資源利用実施書」

(3) 「再生資源利用促進実施書」

(4) 「ゆいくる材出荷量証明書」

代 表 者 名

令和　　年　　月　　日　

ゆいくる材利用状況報告書

受 注 者 名

住 所

　　下記の工事で利用及び利用促進した再生資源について、別添のとおり報告します。

記

工 事 名

工 事 箇 所

添 付 資 料



（参考様式4）

工事名：

受 注 者 名 ：

完成年月日：

品目 使用率

細目 単位 数量(A) 単位 数量(B) B / A(%)

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

m3 m3

m3 m3

個 個

m2 m2

ｔ ｔ

ｔ ｔ

m2 m2

ｍ ｍ

ｍ ｍ

ｍ ｍ

個 個

個 個

m3 m3

m3 m3

m3 m3

kg kg

kg kg

kg kg

kg kg

m2 m2

m2 m2

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

※単位の変更は行わないこと

ゆいくる材利用状況報告書

工事使用総数量 ゆいくる材使用数量
備　考

1.加熱アスファルト混合物

再生密粒度 20mm

再生粗粒度 20mm

再生密粒度 13mm

再生As安定処理 40mm

2.路盤材

再生粒調砕石(RM-40)

再生ｸﾗｯｼｬ-ﾗﾝ(RC-40)

3.生コンクリート

4.コンクリート二次製品

組立マンホール(浸透管）

積ブロック(粗面間知)

境界ブロック

花壇・塀積用化粧ブロック

5.舗装用ブロック

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ・平板ブロック等

6.建築用資材

7.型枠材

8.タイル

9.塩化ビニール管・波付硬質合成樹脂管

VP-75、VP-100

有孔管ＶＵ

カナフレックス・難燃カナフレックス

10.木代替材（木質ボード）

11.プラスチック資材

兼用ﾄﾞｰﾅﾂ,ｽﾍﾟｰｻ(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製)

下水道用鋳鉄製防護ふた

12.土砂代替材

汚泥改良土

盛土材

再生砂

13.土壌改良材･肥料･植生基材

土壌改良材(無機系)

土壌改良材(有機系)

肥料(たい肥)

植生基材

14.瓦

15.防草材

防草材

16.歩道等の舗装材

歩道舗装材

17.鉄鋼製品

鋳鉄製マンホール蓋

鉄筋コンクリート用棒鋼

溶接金網、鉄筋格子

18.セメント

ポルトランドセメント

セメント系固化材

19.コンクリート混和材






